
 

第 1２回次世代内航船に関する乗組み制度検討会 

 

日時：令和３年１月 27 日(水) 15:00～17:00 

場所：WEB 会議 

 

 

議 事 次 第 

 

議題 

（１） 検討会の再開 

（２） 高度船舶安全管理システムの進展（報告） 

（３） トライアルの結果（報告） 

（４） 検証の進め方 

（５） その他 
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次世代内航船に関する乗組み制度検討会における審議経緯 

 

●第１～３回検討会 

・同検討会の主旨、次世代内航船の開発状況及び乗組み制度の論点整理。 

・機関部業務に関する従来型船舶とスーパーエコシップフェーズⅠ船（電気推進シ

ステムを採用、機関区域無人化設備を搭載。以下「SES」という。）の比較。 

・中間取りまとめにおいて、SES の機関部乗組み体制を１名とすることの妥当性に

ついて、実船検証を行い、その結果を踏まえて改めて検討することを決定。 

 

●第４～６回検討会 

・SES に関する乗組み体制に係る実船検証方案の承認。 

    検証項目：機関部作業の安全性検証等 

         「機関部１名」体制での機関部作業の安全性評価等 

  ・高度船舶安全管理システムに関する乗組み制度の論点整理（機関部船員労働環境

の向上及び省力化）。 

  ・高度船舶安全管理システムに関する乗組み体制に係る実船検証方案の承認。 

    検証項目：機関部作業の安全性検証等 

「機関部１名＋部員（部門間兼務可）1 名」体制での機関部作業の

安全性評価等 

 

【実船検証】 

 

高度船舶安全管理システムに関する乗組み体制に係る実船検証（シャドープレー） 

・機関部職員 3 名が乗船。 

・そのうち機関長を除く 2 名はシャドー要員（実際に乗船するも業務には従事せず）。 

※補助が必要な作業のみ機関長及び部員（甲板部部員）が業務に従事。 

 

実証船舶概要 

船 名 第 5 浪速丸 

船 社 浪速タンカー 

実船検証期間 平成 19 年２月 5 日～平成 19 年 3 月 6 日 

推 進 機 出 力 3,309kW 

船 種 油送船 

航 行 区 域 限定近海区域 

 

 

 

●第７～８回検討会 

  ・SES に係る実船検証の結果報告。 

→実証結果について、「機関関連業務を実施するためには機関部職員１名に加え

補助者 1 名が必要」との報告を提示。 

・高度船舶安全管理システムに係る実船検証の結果報告。 

→実証結果について、「機関関連業務は、機関部職員１名＋部員（部門間兼務可）

資料１ 
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１名で実施可能」との報告を提示。 

  ・次世代内航船に関する乗組み制度の見直しに係る今後の進め方について提案。 

   →平成 21 年 9 月に以下について合意。 

    ・検証運航（20 条特例許可によるリアルプレー）の許可要件。 

 

□検証運航 

・実船検証により、運航の安全性が確認された船舶にて機関部職員 2 名体制（機関

長 1 名及び一等機関士 1 名）での運航の安全性を検証する検証運航を実施。 

 

●第９～11 回検討会 

  ・検証運航の実施状況について報告。 

   →高度船舶安全管理システムについて、検証を行った船舶の乗組み体制による安

全性を確認。 

  ・乗組み制度の今後の進め方。 

      →限定近海区域を航行区域とする機関出力 1,500kW 以上 6,000kW 未満の高度船

舶においては、１ヶ月の実船検証及び 3 ヶ月の検証運航により、安全性が確認

された場合、20 条特例が認可されることを決定。 

 

【まとめ】 

 

○「限定近海を航行区域とする機関出力 1,500kW 以上 6,000kW 未満の高度船舶の機関部

職員 2 名化」について 

・平成 24 年 7 月 30 日より、１ヶ月の実船検証を行い、実船検証の結果、安全性等に問

題がないと認められる場合、2 年間の職員法第 20 条特例許可を行った上で、3 ヶ月の検

証運航を行い、海事局職員による乗船調査結果等を通じて安全性等に問題がないと認め

られる場合、引き続き 20 条特例による運航を認めることとなった。 

  →現在（令和 3 年 1 月時点）では、上記要件を満たした 7 隻が「機関部職員 2 名」

で運航可能となっている。 
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Ⅱ
内
航
海
運
を
取
り
巻
く
状
況
(2
)

（
本
文
P
9
～
1
0
）

高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
の
実
用
化
か
ら
1
0
年
経
過
し
、
技
術
レ
ベ
ル
が
更
に
向
上
。
労
働
負
荷
軽
減
効
果
等
を
検

証
す
る
た
め
の
実
船
実
証
を
実
施
。

船
主
や
舶
用
事
業
者
等
に
よ
る
、
労
働
負
荷
軽
減
等
に
向
け
た
新
技
術
開
発
や
そ
の
効
果
を
実
証
す
る
動
き
も
あ
り
。

船
内
機
器
の
電
動
化
・
デ
ジ
タ
ル
化
は
、
デ
ー
タ
収
集
・
活
用
に
も
好
影
響
を
及
ぼ
し
、
労
働
環
境
改
善
や
生
産
性
向
上

の
み
な
ら
ず
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
等
に
繋
が
る
。

IC
T等
の
新
技
術
の
活
用
、
内
航
船
の
電
動
化
・
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
り
、
内
航
海
運
に
お
け
る

船
員
の
労
働
環
境
改
善
・
生
産
性
向
上
が
期
待

４
．
自
動
運
航
技
術
等
の
新
技
術
の
進
展

（
２
）
新
技
術
の
活
用
促
進

本
資
料
P
３
で
取
り
上
げ
た
新
技
術
等
の
導
入
を
促
進
し
、
船
員
の
労
働
環
境
改
善
や
運
航
効
率
化
を
図
る
こ
と
が
重
要
。

必
要
に
応
じ
、
基
準
等
に
よ
り
安
全
性
を
担
保
す
る
仕
組
み
を
構
築

実
船
で
の
検
証
等
に
よ
り
安
全
性
を
確
保
し
た
上
で
乗
組
み
基
準
の
見
直
し
、
船
舶
検
査
の
合
理

化
等
を
検
討

（
本
文

P2
3）

Ⅳ
当
面
講
ず
べ
き
具
体
的
施
策

（
４
．
運
航
・
経
営
効
率
化
、
新
技
術
の
活
用
②
）

（
交
通
政
策
審
議
会
海
事
分
科
会
基
本
政
策
部
会
中
間
と
り
ま
と
め
骨
子
P
3
抜
粋
）

（
交
通
政
策
審
議
会
海
事
分
科
会
基
本
政
策
部
会
中
間
と
り
ま
と
め
骨
子
P
1
6
抜
粋
）

基
本
政
策
部
会
中
間
と
り
ま
と
め
骨
子
抜
粋
（
新
技
術
の
活
用
促
進
関
係
）
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基
本
政
策
部
会
中
間
と
り
ま
と
め
（
新
技
術
の
活
用
促
進
関
係
）

・
内
航
分
野
へ
の
技
術
の
導
入
促
進
と
そ
れ
に
よ
る
労
働
環
境
改
善
・
生
産
性
向
上
を
促
進
す
る
基
本
的
な
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
と
な
る
。

・
陸
上
の
監
視
設
備
か
ら
運
航
状
況
等
を
監
視
す
る
こ
と
で
運
航
の
安
全
性
を
担
保
す
る
よ
う
な
新
た
な
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
形
態
に
も
繋
が
る
と
考
え

ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
船
員
の
多
様
な
働
き
方
の
実
現
に
も
つ
な
が
り
う
る
。

IC
T
等
の
新
技
術
の
活
用
、
内
航
船
の
電
動
化
・
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
り
、
内
航
海
運
に
お
け
る
船
員
の
労

働
環
境
改
善
・
生
産
性
向
上
が
期
待

○
新
技
術
の
例

・
高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
：
解
析
能
力
の
向
上
に
よ
る
異
常
の
早
期
検
知
や
故
障
率
低
減
に
よ
る
信
頼
性
向
上
が
実
現
し
て

お
り
、
制
度
が
導
入
さ
れ
た
頃
の
シ
ス
テ
ム
よ
り
も
さ
ら
に
安
全
性
の
向
上
や
船
内
労
働
環
境
の

改
善
に
寄
与
す
る
も
の
。

・
電
池
推
進
船
：
電
池
に
蓄
え
た
電
気
の
み
で
運
航
す
る
船
舶
で
あ
り
、
機
関
部
の
作
業
の
大
幅
な
簡
素
化
に
繋
が
る
も
の
。

・
集
中
制
御
・
監
視
シ
ス
テ
ム
：
荷
役
を
ブ
リ
ッ
ジ
等
で
集
中
管
理
す
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
、
荷
役
作
業
の
合
理
化
に
繋
が
る
も
の
。

・
デ
ジ
タ
ル
電
動
ウ
イ
ン
チ
：
ブ
リ
ッ
ジ
で
集
中
制
御
可
能
な
も
の
で
あ
り
、
着
桟
作
業
の
労
働
負
荷
や
危
険
性
を
低
減
に
繋
が
る
も
の
。

・
必
要
に
応
じ
、
基
準
等
に
よ
り
安
全
性
を
担
保
す
る
仕
組
み
を
構
築

・
実
船
で
の
検
証
等
に
よ
り
安
全
性
を
確
保
し
た
上
で
乗
組
み
基
準
の
見
直
し
、
船
舶
検
査
の
合

理
化
等
を
検
討

内
航
海
運
を
取
り
巻
く
状
況
（
「
交
通
政
策
審
議
会
海
事
分
科
会
基
本
政
策
部
会
」
中
間
と
り
ま
と
め
骨
子
Ｐ
.3
）

講
ず
べ
き
具
体
的
施
策
（
令
和
の
時
代
の
内
航
海
運
に
向
け
て
（
基
本
政
策
部
会
中
間
取
り
ま
と
め
）
Ｐ
.２
３
）

具
体
的
施
策
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
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【
参
考
】
内
航
船
へ
の
新
技
術
等
の
活
用
イ
メ
ー
ジ

陸
上

拠
点

船
舶
デ
ー
タ
管
理
セ
ン
タ
ー

【船
載
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト】

•
操
船
支
援
シ
ス
テ
ム
に
よ
って
、障
害
物
の
自
動

検
知
や
避
航
航
路
の
選
定
を
支
援

•
書
類
作
成
・報
告
業
務
等
の
自
動
化
、電
子
化

•
日
常
的
な
遠
隔
健
康
管
理
や
ヘ
ル
ス
モ
ニタ
リン
グ

デ
バ
イス
等
に
よ
る
船
員
の
健
康
管
理
支
援

船
載
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
船
員
サ
ポ
ー
ト

【離
着
桟
の
自
動
化
】

•
離
着
桟
操
船
の
自
動
化
・半
自
動
化

•
陸
上
側
施
設
との
連
携

離
着
桟
の
自
動
化

•
陸
上
拠
点
か
ら機
関
・設
備
等
の
状
態
監
視
、陸
上
か
ら船
上
船
員

へ
の
保
守
管
理
等
の
ア
ドバ
イス

•
陸
上
拠
点
か
らの
見
張
り・
操
船
業
務
の
補
助
、支
援

•
船
員
や
機
関
等
に
精
通
した
技
術
者
が
遠
隔
か
らサ
ポ
ー
トす
る
こと
で
、

安
全
性
を
維
持
しつ
つ
、船
上
の
労
働
負
荷
を
低
減

機
関
等
の
遠
隔
監
視
と陸
上
拠
点
か
らの
サ
ポ
ー
ト

【離
着
桟
の
自
動
化
】

•
運
転
デ
ー
タ等
の
船
舶
検
査
等
へ
の
活
用

•
運
航
管
理
の
高
度
化
へ
の
活
用

•
機
器
・シ
ス
テ
ム
開
発
へ
の
フィ
ー
ドバ
ック

デ
ー
タ
の
蓄
積
と利
活
用

【離
着
桟
の
自
動
化
】

•
荷
役
（
特
に
タン
カー
荷
役
）
の
自
動

化
に
よ
る
労
務
負
荷
軽
減

荷
役
の
自
動
化
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内航海運の生産性向上に向けた次世代内航船に関する乗組み制度の検討について 

 
1. 趣旨 

「次世代内航船に関する乗組み制度検討会」（以下「検討会」という。）は、船舶の航行の安

全等を確保しつつ、次世代内航船に適した効率的な乗組み体制のあり方について検討するこ

とを目的に平成 16 年に設置された。 

本検討会は平成 24 年 7 月までに計 11 回開催され、高度船舶安全管理システム等の新技術

を活用した船舶の乗組み基準等について検討を行ってきた。 

令和 2 年 9 月、交通政策審議会海事分科会基本政策部会が取りまとめた、令和の時代の内

航海運に向けて中間とりまとめ（以下、単に「中間とりまとめ」という。）において、内航海

運の生産性の向上のために、新技術の導入を促進し、運航の効率化等を図ることが重要である

との観点から、技術の進展に応じて乗組み基準の見直しを進めることを当面構ずべき具体的

施策として掲げられている。 

とりわけ、高度船舶安全管理システムについては、長期間にわたる運用により、データの

蓄積が進み、解析能力の向上による異常の早期検知や故障率低減による信頼性向上が実現し

たことで、安全性の向上等に更に寄与するものになっていると考えられるとの認識が同中間

取りまとめにおいて示されている。 

このため、船舶の航行の安全を確保する観点から、内航海運の生産性向上に向けた次世代

内航船における乗組み体制の在り方を実船での検証等を行った上で、検討することを目的と

して検討会を今般再開する。 

 
2. 検討体制 

検討会の委員等については別紙 1 の委員等名簿のとおり。 

なお、高度船舶安全管理システムに関する専門的な知見を有する者にオブザーバーとして

出席を求め、座長の指名によってその識見に基づく客観的な意見を求めることができるが、

オブザーバーは本検討会の議事には加えない。 

検討会の庶務は、国土交通省海事局(安全政策課・海技課)において処理する。 

 
3. 検討事項 

当面は以下の事項について検討する。 

・高度船舶安全管理システム搭載船における乗組み体制（機関部職員 1 名＋部員（部門間

兼務可）1 名）（別紙 2 参照） 

今後、取り上げる課題があれば、別途本検討会において検討することとしたい。 

 
4. 検討会スケジュール 

当面は別紙 3 のとおり検討する。 

資料３ 
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次世代内航船に関する乗組み制度検討会 委員等名簿 

 

［順不同・敬称略］ 

◆委員 

◎野川 忍     交通政策審議会海事分科会基本政策部会長代理 

明治大学専門職大学院法務研究科専任教授 

  今津 隼馬    東京海洋大学名誉教授 

河野 真理子   交通政策審議会海事分科会基本政策部会長 

早稲田大学法学学術院教授 

  三輪 誠     神戸大学大学院海事科学研究科准教授 

  高崎 講二    九州大学大学院総合理工学府名誉教授 

 

  藏本 由紀夫   交通政策審議会海事分科会臨時委員 

吉祥海運株式会社 代表取締役社長 

  内藤 吉起    日本内航海運組合総連合会 船員対策委員会委員長 

邦洋海運株式会社 取締役会長 

  立石 尚登    内航大型船輸送海運組合 船員問題検討委員長 

ＮＳユナイテッド内航海運株式会社 常務取締役 

  村田 泰     全国海運組合連合会 副会長 

八重川海運株式会社 代表取締役社長 

  田渕 訓生    全国内航タンカー海運組合 副会長 

田渕海運株式会社 代表取締役社長 

野々村 智範   全国内航輸送海運組合 監事 

           エスオーシー物流株式会社 代表取締役社長 

  井本 隆之    全日本内航船主海運組合 理事 

井本商運株式会社 代表取締役社長 

 

  立川 博行    全日本海員組合中央執行委員（政策局長） 

  平岡 英彦    交通政策審議会海事分科会臨時委員 

全日本海員組合中央執行委員（国内局長） 

※◎は座長 

 

◆オブザーバー 

畝河内 毅   （株）イコーズ専務取締役 

川元 克幸    阪神内燃機工業（株）代表取締役専務 

沼野 正義    海上技術安全研究所知識・データシステム系専門研究員 

別紙１ 
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技
術
の
活
用
に
よ
る
乗
組
基
準
の
さ
ら
な
る
見
直
し

○
技
術
を
活
用
し
た
既
存
の
乗
組
基
準
の
合
理
化
制
度
例
（
高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
）

○
船
舶
職
員
及
び
小
型
船
舶
操
縦
者
法
施
行
令
（
昭

政
令

）
別
表
第
一
第
二
号
表
（
機
関
部
）

58
13

遠
洋
区
域

近
海
区
域

沿
海
区
域

機
関
部

平
水
区
域

甲
区

域
乙

区
域

丙
区

域
航
行
区
域

近
海
区
域

(
限
定
近
海
区
域
)

機
一

二
三

機
一

二
三

二
機

一
機

一
機

一
等

等
等

等
等

等
等

等
等

等
船
舶
職
員

関
機

機
機

関
機

機
機

機
関

機
関

機
関

機
関

関
関

関
関

関
関

関
関

関
長

士
士

士
長

士
士

士
士

長
士

長
士

長
士

一
二

三
三

一
三

四
五

三
四

五
三

四
機
関
出
力

四
五

（
Ｋ
Ｗ
）

級
級

級
級

級
級

級
級

級
級

級
級

級
６
,
０
０
０

二
二

三
四

三
四

五
五

未
満

四
五

五
四

五
級

級
級

級
級

級
級

級
級

級
３
,
０
０
０

二
三

四
三

四
五

未
満

級
級

級
級

級
五

級
級

級
級

級
級

１
,
５
０
０

三
四

五
四

五
四

五
五

六
未
満

級
級

級
級

級
級

級
級

級
級

７
５
０

四
五

五
五

六
六

未
満

級
級

級
級

級
級

２
等
機
関
士

１
名
減

○
船
舶
職
員
及
び
小
型
船
舶
操
縦
者
法
施
行
令
（
昭

政
令

）
別
表
第
一
第
二
号
表
（
機
関
部
）

58
13

遠
洋
区
域

近
海
区
域

沿
海
区
域

機
関
部

平
水
区
域

甲
区

域
乙

区
域

丙
区

域
航
行
区
域

近
海
区
域

(
限
定
近
海
区
域
)

機
一

二
三

機
一

二
三

二
機

一
機

一
機

一
等

等
等

等
等

等
等

等
等

等
船
舶
職
員

関
機

機
機

関
機

機
機

機
関

機
関

機
関

機
関

関
関

関
関

関
関

関
関

関
長

士
士

士
長

士
士

士
士

長
士

長
士

長
士

一
二

三
三

一
三

四
五

三
四

五
三

四
機
関
出
力

四
五

（
Ｋ
Ｗ
）

級
級

級
級

級
級

級
級

級
級

級
級

級
６
,
０
０
０

二
二

三
四

三
四

五
五

未
満

四
五

四
五

級
級

五
級

級
級

級
級

級
級

級
級

３
,
０
０
０

二
三

四
三

四
五

未
満

級
級

級
級

五
↓

級
級

級
級

級
級

部

級
員

１
,
５
０
０

三
四

五
四

五
四

五
五

六
未
満

級
級

級
級

級
級

級
級

級
７
５
０

四
五

五
五

六
六

未
満

級
級

級
級

級
級

•
国
が
認
定
し
た
「
高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
」
に
よ

り
機
関
が
常
時
監
視
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
機
関
出
力

15
00

kW
～

60
00

kW
の
限
定
近
海
船
に
つ
い
て
、
船

舶
職
員
法
第

20
条
の
特
例
で
機
関
部
を

3名
→

2名
と

す
る
制
度
を
運
用
中
。

•
20

21
年

1月
現
在
、
本
制
度
を
活
用
し
て
運
航
中
の
船

舶
は

7隻
。

・
技
術
の
活
用
に
よ
る
乗
組
基
準
の
さ
ら
な
る
見
直
し

１
等
機
関
士
を
部
員
と
し
て

安
全
上
問
題
な
い
か
検
証

•
本
検
討
会
で
は
、
既
に
実
績
の
あ
る
「
高
度
船
舶
安
全

管
理
シ
ス
テ
ム
」
を
搭
載
し
た
船
舶
に
つ
い
て
検
討
を
進

め
て
行
く
こ
と
と
し
た
い
。

•
船
舶
職
員
及
び
小
型
船
舶
操
縦
者
法
第

20
条
の
特
例

で
既
に

2名
体
制
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
の
う
ち
一
等
機
関

士
を
部
員
（
部
門
間
兼
務
可
）
と
し
た
場
合
で
も
安
全
が

確
保
で
き
る
こ
と
を
検
証
し
て
い
く
。

別
紙
２
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今後の予定（案） 
 

 

〇 令和３年１月 27 日【本日】 第１２回検討会  

（１）「次世代内航船に関する乗組み制度検討会」の再開 

（２）高度船舶安全管理システムの進展（報告） 

（３）トライアルの結果（報告） 

（４）検証の進め方 

 

 

～実船検証【２月～３月】（予定）～ 

 

 

〇 令和３年４月頃 第１３回検討会 

（１）実船検証の結果及び検証運航の実施 

 

 

～検証運航【４月～６月】（予定）～ 

 

 

〇 令和３年７月頃 第１４回検討会 

（１）検証運航の結果 

（２）今後の議論の方向性 

 

 

別紙３ 
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船
舶
の
推
進
機
関
の
状
態
を
陸
上
か
ら
遠
隔
監
視
及
び
診
断
を
行
い
、
当
該
監
視
等
の
結
果
に
基
づ
き
推

進
機
関
の
状
態
に
応
じ
た
適
切
な
保
守
管
理
を
行
う
こ
と
で
、
推
進
機
関
の
重
大
な
故
障
等
の
未
然
防
止
を
図

る
と
と
も
に
、
機
関
部
の
省
力
化
に
資
す
る
シ
ス
テ
ム
。

＜
船
舶
側
＞

(1
)機
関
セ
ン
サ
ー

(2
)機
関
情
報

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
装
置

(3
)船
陸
間
通
信
装
置

船
陸
間
通
信

安
全
管
理
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

＜
陸
上
側
＞

(1
)機
関
診
断
シ
ス
テ
ム

(2
)船
陸
間
通
信
装
置

(3
)デ
ー
タ
処
理
サ
ー
バ
ー

高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
の
概
要

平
成
2
2
年
に
高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
の
認
定
を
開
始

令
和
3
年
１
月
現
在
、
認
定
を
受
け
た
隻
数
：
１
7
隻
（
全
て
貨
物
船
）

【
認
定
基
準
の
概
要
】

１
．
シ
ス
テ
ム
の
基
準

○
主
機
の
温
度
、
圧
力
等
を
計
測
で
き
る
状
態
監
視
セ
ン
サ
を
備
え
て
い
る
こ
と
。

○
状
態
監
視
・
診
断
装
置
を
備
え
て
い
る
こ
と
。

○
主
機
の
運
転
や
保
守
管
理
等
に
関
し
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
備
え
て
い
る
こ
と
。

２
．
主
機
製
造
者
等
の
基
準

○
船
舶
か
ら
送
信
さ
れ
る
セ
ン
サ
情
報
及
び
警
報
を
受
信
し
た
り
す
る
こ
と
が
可
能
な
通
信
装
置
を
有
す
る
こ
と
。

○
船
舶
か
ら
警
報
等
を
受
信
し
た
際
、
可
視
可
聴
警
報
を
発
す
る
設
備
を
有
す
る
こ
と
。

○
主
機
の
状
態
監
視
や
保
守
等
に
関
す
る
包
括
的
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
契
約
書
類
を
整
備
し
て
い
る
こ
と
。

陸
上
か
ら
主
機
関
の
状
態
監
視
・
診
断

写
真
提
供
：
阪
神
内
燃
機
工
業
株
式
会
社
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高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
主
機
関
の
状
態
監
視

デ
ー
タ
の
蓄
積

本
船
か
ら
送
信
さ
れ
た
主
機
関
の
運
転
デ
ー
タ
等
は
長
期
間
陸
上
サ
ー
バ
ー
上
に
蓄
積
さ
れ
る
。

そ
れ
ら
を
基
に
、
機
関
部
の
不
具
合
情
報
を
蓄
積
。
不
具
合
情
報
を
基
に
再
発
防
止
策
が
検
討
さ
れ
る
。

不
具
合
情
報
の
蓄
積

〇
陸
上
で
不
具
合
情
報
を
受
信
し
た
場
合
、
本
船
に
連
絡
を
行
う
と
と
も
に
、
陸
上
の
デ
ー
タ
サ
ー
バ
ー
に
情
報
が
集

約
さ
れ
る
。
ま
た
、
不
具
合
発
生
後
、
本
船
側
で
原
因
究
明
が
困
難
な
場
合
は
メ
ー
カ
ー
担
当
者
が
本
船
を
訪
問
し
、

不
具
合
の
原
因
に
つ
い
て
調
査
を
実
施
す
る
。

〇
蓄
積
さ
れ
た
不
具
合
情
報
を
基
に
、
再
発
防
止
策
を
検
討
し
、
必
要
に
応
じ
、
個
船
の
み
な
ら
ず
、
他
船
に
情
報
が

共
有
さ
れ
再
発
防
止
策
が
施
さ
れ
る
。

本
船
の
主
機
関
の
運
転
デ
ー
タ
等
は
、
通
常
状
態
で
あ
れ
ば
、
定
期
的
に
陸
上
に
情
報
が
送
信
さ
れ
る
。

異
常
を
感
知
し
た
場
合
、
即
時
に
情
報
が
陸
上
に
送
信
さ
れ
る
。

主
機
関
の
運
転
デ
ー
タ
の
送
信

・
主
機
関
の
各
種
パ
ラ
メ
ー
タ
を
常
時
監
視
。

・
異
常
を
感
知
し
た
場
合
に
直
ち
に
船
内
に
警
報
が
発

せ
ら
れ
る
と
と
も
に
、
陸
上
の
担
当
者
（
メ
ー
カ
ー
等
）

へ
本
船
の
異
常
が
通
知
さ
れ
る
。

・
異
常
を
感
知
し
た
時
点
で
陸
上
か
ら
本
船
に
電
話
等

で
連
絡
を
行
い
、
本
船
側
で
復
旧
を
実
施
。

→
異
常
を
初
期
段
階
で
認
知
し
、
航
行
に
支
障
が

生
じ
る
よ
う
な
大
規
模
な
故
障
の
発
生
を
抑
制
す
る
。

☆
状
態
監
視
項
目
の
例
☆

・
給
気
温
度

・
シ
リ
ン
ダ
内
部
圧
力

・
燃
料
噴
射
管
内
圧
力

・
シ
リ
ン
ダ
ラ
イ
ナ
温
度

・
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ
間
圧
力

・
ク
ラ
ン
ク
角
度

機
関
の
状
態
監
視

＜
陸
上
で
の
状
態
監
視
の
表
示
の
例
＞

圧力(Pa)

時
間
経
過

(t)
凡
例

―
圧
力
値
上
・
下
限

●
計
測
値

―
標
準
値
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高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
の
進
展

＜
セ
ン
サ
の
性
能
等
の
向
上
＞

〇
セ
ン
サ
の
耐
久
性
の
向
上

・
シ
ス
テ
ム
導
入
当
初
は
、
振
動
や
熱
膨
張
に
よ
る
劣
化
や
作
動
不
良
等
が
発
生
し
て
い
た
。

→
セ
ン
サ
の
組
み
立
て
精
度
を
改
善
す
る
こ
と
に
よ
り
、
上
記
の
不
具
合
等
の
発
生
を
抑
制
、
長
寿
命
化
を
実
現
。

セ
ン
サ
の
交
換
頻
度
の
減
少
に
伴
い
、
交
換
作
業
の
時
間
等
が
削
減
さ
れ
た
。

セ
ン
サ
の
故
障
頻
度
の
減
少
に
よ
り
、
信
頼
性
が
向
上
し
た
。

＜
例
＞
オ
イ
ル
ミ
ス
ト
セ
ン
サ
の
各
気
筒
で
の
監
視

〇
セ
ン
サ
設
置
箇
所
の
細
分
化

・
従
来
、
気
筒
ご
と
の
区
別
等
は
な
く
、
主
機
関
全
体
の
異
常
の
み
が
検
知
さ
れ
て
い
た
。

→
セ
ン
サ
の
高
性
能
化
に
よ
り
気
筒
毎
の
デ
ー
タ
の
取
得
が
可
能
と
な
り
、
異
常
を
細
部
ま
で
特
定
可
能
と
な
っ
た
。

主
機
関
の
異
常
発
生
か
ら
復
旧
ま
で
の
迅
速
化
、
原
因
究
明
の
時
短
化
が
可
能
と
な
っ
た
。

〇
セ
ン
サ
の
設
置
条
件
等
を
多
様
化

・
従
来
、
セ
ン
サ
は
振
動
等
に
よ
る
不
具
合
の
発
生
を
防
ぐ
た
め
、
設
置
可
能
な
条
件
が
限
定
的
で
あ
っ
た
。

→
蓄
積
さ
れ
た
主
機
関
の
使
用
環
境
に
よ
る
特
徴
、
不
具
合
情
報
等
を
基
に
、
セ
ン
サ
を
多
く
の
使
用
環
境
等
に

適
用
で
き
る
よ
う
改
良
し
た
。

（
例
）
当
初
は
ク
ラ
ン
ク
軸
の
軸
端
に
角
度
検
出
セ
ン
サ
を
取
付
け
て
い
た
が
、
船
の
環
境
に
よ
っ
て
は
船
首
側
に
取
付
け

出
来
な
い
場
合
は
カ
ム
軸
に
取
り
付
け
、
計
測
で
き
る
よ
う
に
改
良

使
用
環
境
に
応
じ
、
安
定
し
た
計
測
が
可
能
と
な
り
、
信
頼
性
が
向
上
し
た
。
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高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
は
、
技
術
の
進
歩
に
よ
り
信
頼
性
が
向
上
し
て
い
る

高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
の
進
展

＜
通
信
環
境
の
向
上
＞

〇
通
信
速
度
の
高
速
化
に
よ
り
状
態
診
断
の
迅
速
化
が
図
ら
れ
、
信
頼
性
が
向
上
し
た
。

（
例
）
通
信
速
度
が
約

35
0倍
に
向
上
→
本
船
と
陸
上
の
連
絡
が
迅
速
化
し
た
。

〇
通
信
範
囲
の
拡
大

携
帯
電
話
の
電
波
通
信
範
囲
の
拡
大
に
伴
い
、
二
重
化
設
備
と
し
て
設
置
さ
れ
て
い
る
、
使
用
価
格
が
高
額
な

衛
星
通
信
を
使
用
す
る
頻
度
が
減
少
し
た
。

(例
)通
常
、
衛
星
通
信
を

10
回
使
用
し
て
い
た
航
路
が
、

2回
の
使
用
に
減
少
し
た
。

※
通
信
に
は
通
常
、
携
帯
電
話
の
電
波
帯
を
用
い
て
お
り
、
送
受
信
範
囲
外
で
は
衛
星
通
信
を
使
用
す
る
仕
様
。

蓄
積
さ
れ
た
膨
大
な
運
航
デ
ー
タ
を
ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、

AI
に
よ
る
主
機
関
運
転
状
況
の
自
動
診
断
な
ど
、
今
後
、
信
頼
性
の
さ
ら
な
る
向
上
が
期
待
さ
れ
る
。

〇
運
航
デ
ー
タ
の
長
期
間
の
蓄
積

近
年
、
電
子
フ
ァ
イ
ル
の
保
存
媒
体
の
大
容
量
化
に
よ
り
、
シ
ス
テ
ム
導
入
当
初
と
比
較
し
、
陸
上
サ
ー
バ
ー
で
の

長
期
間
の
運
航
デ
ー
タ
の
保
存
が
可
能
と
な
り
、
過
去
の
個
船
情
報
が
よ
り
充
実
し
た
。

多
大
な
デ
ー
タ
が
蓄
積
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
機
関
運
転
状
態
の

詳
細
分
析
等
が
可
能
と
な
る
と
更
な
る
シ
ス
テ
ム
の
発
展
が
期
待
さ
れ
る
。

＜
運
航
デ
ー
タ
の
保
存
体
制
の
拡
充
＞

今
後
の
可
能
性
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高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
搭
載
船
舶
の
不
具
合
発
生
時
の
対
応

本
船
に
お
い
て

不
具
合
が
発
生

陸
上
の
メ
ー
カ
ー
に

お
い
て
不
具
合
を
感
知

本
船
と
陸
上
の
メ
ー
カ
ー
が

連
携
し
不
具
合
の
復
旧
を
実
施

不
具
合
発
生
か
ら
復
旧
・
原
因
究
明
ま
で
の
フ
ロ
ー

入
港
後

メ
ー
カ
ー
担
当
者
が
訪
船
し

原
因
究
明
・
再
発
防
止
策
を
検
討

不
具
合
情
報
が

陸
上
に

送
信
さ
れ
る

陸
上
か
ら

本
船
に
連
絡

対
応
し
た
不
具
合
事
例
は

1件
の
み
。

〇
高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
搭
載
船
舶
の
主
機
関
不
具
合
発
生
状
況
に
つ
い
て

＜
事
例
紹
介
＞

陸
上
監
視
（
メ
ー
カ
ー
）
に
て
異
常
を
感
知
し
、
本
船
側
に
主
機
関
の
異
常
を
連
絡
。

本
船
乗
員
と
メ
ー
カ
ー
が
連
絡
を
取
り
な
が
ら
、
異
常
箇
所
を
確
認
し
異
常
状
態
か
ら
復
旧
。

入
港
後
、
メ
ー
カ
ー
担
当
者
が
本
船
を
訪
船
し
、
原
因
を
究
明
、
再
発
防
止
策
を
検
討
。

主
機
関
に
装
備
し
て
い
る
油
圧
制
御
装
置
に
不
具
合
（
配
線
が
断
線
）
が
発
生
。

＜
陸
上
監
視
セ
ン
タ
ー
の
イ
メ
ー
ジ
＞

他
の
シ
ス
テ
ム
搭
載
船
を
含
め
対
策
を
実
施
。

対
策
実
施
以
降
、
現
在
に
至
る
ま
で

同
様
の
問
題
は
発
生
し
て
い
な
い

16



高
度

船
舶

安
全

管
理

シ
ス

テ
ム

の
安

全
性

の
検

証
結

果
に

つ
い

て

国
立

研
究

開
発

法
人

海
上

・
港

湾
・
航

空
技

術
研

究
所

海
上

技
術

安
全

研
究

所

資
料
５
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検
証

概
要

部
員

が
1名

乗
り

組
み

、
機

関
長

の
指

導
・
監

督
の

も
と

一
機

士
に

代
わ

り
、

業
務

に
従

事
（
一

機
士

は
シ

ャ
ド

ー
要

員
と

し
て

乗
船

し
、

緊
急

時
以

外
は

業
務

に
従

事
し

な
い

)

機
関

長
：

32
歳

、
4級

海
技

士
、

乗
船

歴
16

年
（

2/
29

-3
/1

8）

69
歳

、
4級

海
技

士
、

乗
船

歴
55

年
（

3/
18

-3
/2

7）

部
員

：
50

0ト
ン

未
満

の
ケ

ミ
カ

ル
タ

ン
カ

ー
に

9
ヶ

月
間

の
乗

船
経

験
あ

り
。

検
証

期
間

中
の

作
業

内
容

等
を

記
録

・
集

計

①
航

行
の

安
全

の
維

持
（
機

関
部

整
備

作
業

が
計

画
ど

お
り

実
施

さ
れ

た
か

）

②
ト

ラ
ブ

ル
対

応
（
設

定
し

た
配

乗
体

制
で

安
全

な
運

航
が

行
わ

れ
た

か
）

3/
18

18
:3

0機
関

長
交

代

目
的

期
間

対
象

船
舶

の
概

要

検
証

方
法

高
度

船
舶

安
全

管
理

シ
ス

テ
ム

を
搭

載
し

、
か

つ
、

船
舶

職
員

及
び

小
型

船
舶

操
縦

者
法

第
20

条
の

特
例

措
置

を
受

け
た

船
舶

に
お

い
て

、
職

員
1名

、
部

員
（
部

門
間

兼
務

可
）

1名
の

機
関

部
配

乗
体

制
に

て
安

全
に

運
航

で
き

る
か

、
そ

の
妥

当
性

を
検

証
す

る
。

令
和

2年
2月

29
日

～
同

年
3月

27
日

、
28

日
間

通
常

の
配

乗
：
船

長
、

一
航

士
、

二
航

士
、

甲
板

員
3名

、
機

関
長

、
一

機
士

、
司

厨
長

、
計

9
名

（
主

要
目

等
は

次
頁

）

18



対
象

船
舶

の
概

要
（
主

要
目

等
）

船
種

コ
ン

テ
ナ

船

船
名

さ
が

み

建
造

（
竣

工
）

2
0
1
3
年

1
1
月

総
ト

ン
数

G
T

2
,4

6
4

載
貨

重
量

ト
ン

数
D

W
T

3
,8

5
0

全
長

m
1
1
0
.7

全
幅

m
1
7
.4

積
載

能
力

T
E
U

4
0
0

冷
凍

コ
ン

テ
ナ

積
載

能
力

個
8
2

速
力

kn
1
6
.6

主
機

阪
神

内
燃

機
工

業
(株

)
L
H

4
6
L
A

（
阪

神
高

度
船

舶
安

全
管

理
シ

ス
テ

ム

　
H

A
N

A
S
Y
S
 装

備
船

）

主
機

出
力

kW
3
,3

0
8

P
S

4
,5

0
0

航
行

区
域

限
定

近
海

船
級

 N
K

対
象

船
舶

の
主

要
目

全
景

機
関

制
御

室
主

機

19



検
証

結
果

•
航

路
は

名
古

屋
⇒

東
京

地
区

（
東

京
・
横

浜
）

東
北

（
仙

台
・
釜

石
・
八

戸
）
（
右

図
、

参
照

）

•
検

証
期

間
中

、
計

画
通

り
の

機
関

当
直

及
び

機
関

部
整

備
作

業
が

実
施

さ
れ

た
。

①
航

行
の

安
全

の
維

持

•
錨

泊
中

の
機

関
長

傷
病

を
想

定
し

、
部

員
単

独
で

の
主

機
始

動
を

試
行

し
、

問
題

な
く
始

動
で

き
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

（
具

体
的

手
順

に
つ

い
て

は
次

頁
。

）

•
試

行
に

お
い

て
、

陸
上

支
援

セ
ン

タ
ー

よ
り

、
技

術
的

支
援

が
円

滑
に

実
施

で
き

る
こ

と
を

確
認

し
た

。

②
ト

ラ
ブ

ル
対

応

本
船

の
寄

港
地

•
一

定
時

間
間

隔
で

、
シ

ス
テ

ム
が

収
集

し
た

デ
ー

タ
を

主
機

メ
ー

カ
ー

（
陸

上
支

援
セ

ン
タ

ー
）
に

送
信

、
陸

上
か

ら
、

分
析

結
果

を
週

、
月

単
位

で
報

告
、

対
処

が
必

要
な

事
項

が
あ

れ
ば

指
摘

。

•
異

常
が

検
知

さ
れ

れ
ば

即
時

、
船

社
、

本
船

に
通

知
。

•
緊

急
時

に
は

陸
上

担
当

者
か

ら
携

帯
電

話
で

の
支

援
が

可
能

。

•
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
契

約
に

基
づ

き
、

陸
上

作
業

者
が

ド
ッ

ク
時

の
部

品
交

換
等

を
実

施
。

陸
上

支
援

セ
ン

タ
ー

20



部
員

に
よ

る
主

機
始

動
手

順

時
刻

作
業

内
容

3/
17

(火
)

2:
00

機
関

制
御

室
ス

タ
ン

バ
イ

2:
25

仙
台

港
沖

錨
泊

、
主

機
停

止
作

業
ア

ン
カ

ー
中

の
部

員
に

よ
る

主
機

始
動

の
試

行
決

定

8:
00

阪
神

内
燃

機
に

電
話

連
絡

、
10

時
過

ぎ
に

さ
が

み
か

ら
阪

神
内

燃
機

に
連

絡
す

る
こ

と
を

伝
達

9:
35

試
行

開
始

、
前

半
と

し
て

主
機

タ
ー

ニ
ン

グ
ま

で
（
右

記
の

８
番

ま
で

）
、

4分
程

度

9:
55

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

10
:0

5
後

半
の

エ
ア

ラ
ン

か
ら

（
右

記
の

９
番

か
ら

）
再

開
、

阪
神

内
燃

機
へ

電
話

連
絡

。
手

順
等

に
つ

い
て

確
認

始
動

準
備

完
了

を
船

橋
の

船
長

に
連

絡
し

て
完

了
（
右

記
の

２
３

番
ま

で
）
。

所
要

時
間

7分
程

度

10
:2

5
抜

錨

主
機

始
動

要
領

21



部
員

に
よ

る
主

機
始

動
の

様
子

１
４

．
タ

ー
ニ

ン
グ

ギ
ヤ

脱
１

３
．

始
動

空
気

弁
開

陸
上

支
援

セ
ン

タ
ー

に
連

絡

１
８

．
イ

ン
デ

ィ
ケ

ー
タ

バ
ル

ブ
閉

船
橋

に
始

動
準

備
完

了
報

告

※
番

号
は

主
機

指
導

要
領

の
項

目
番

号
に

該
当

22



結
論

○
本

検
証

に
お

い
て

、
以

下
の

事
項

を
確

認
し

た
。

一
機

士
の

代
わ

り
に

部
員

が
業

務
に

つ
い

た
こ

と
に

よ
る

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

作
業

項
目

、
内

容
の

変
更

は
な

か
っ

た
。

機
関

部
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

に
つ

い
て

、
整

備
計

画
ど

お
り

に
定

期
的

に
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

航
海

中
に

は
主

機
等

の
機

器
ト

ラ
ブ

ル
は

発
生

し
な

か
っ

た
。

ま
た

、
期

間
中

に
部

員
単

独
に

よ
る

主
機

始

動
を

試
行

し
、

問
題

な
く
実

施
で

き
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

⇒
職

員
1人

、
部

員
1人

の
機

関
部

配
乗

体
制

に
て

航
海

当
直

業
務

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
た

。
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実船検証・検証運航の進め方について（案） 

 

高度船舶安全管理システム搭載船に対するこれまでの検討会での検討結果や

同船舶の運航実績等に基づき、機関長 1 名及び部員（部門間兼務可）1 名による

運航を行おうとする場合に必要な実船検証・検証運航を以下の方法で実施する。 

 

１．実船検証の方法 

１）実船検証の実施 

① 船舶所有者は、機関部にシャドー要員（５級海技士）の配乗を行った

上で、１ヶ月間、機関長 1 名及び部員（部門間兼務可）１名による実船

検証を実施する。 

② 実船検証の期間中は以下のデータを取得し、検証終了後に安全政策課

長に報告する。 

・ 全ての乗組員の船内作業の実施状況の記録  

・ 船内記録簿等による乗組員全員分の作業内容と作業時間の記録 

・ 定期的メンテナンスの実施状況 

・ 故障等（機関長が体調悪化等を理由に機関部作業に従事できない場合

を想定した状況を含む。以下同様。）への対応状況 

③ 実船検証に当たり、緊急対応計画の策定及び非常配置表等に基づく機

関部の緊急時対応体制の整備を行う。 

実船検証期間中に機関故障等のトラブルが発生した場合、船舶所有者

は速やかに安全政策課長に報告し、実船検証継続の可否について確認を

受ける。 

２）実船検証結果の確認 

安全政策課長は、１）の実船検証の結果について、以下の確認を行う。 

・ 船内の全ての機関部作業が、機関長 1 名及び部員（部門間兼務可）1 名

の体制で適切に実施できたか。 

・ 適切な航海当直体制が維持できたか。 

・ 全ての乗組員の労働時間が船員法で定める基準を満足していたか。 

・ 航海中に発生した故障等に対して、陸上からの技術支援を得る等し 

て、機関の主要作業を実施することが可能であったか。 

  

資料 6 
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２．検証運航の方法 

１）検証運航の実施 

① 船舶所有者は、船舶職員及び小型船舶操縦者法第 20 条に基づく乗組み

基準の特例許可を受けた上で、機関部のシャドー要員を省略し、機関長 1

名及び部員（部門間兼務可）１名による検証運航を３か月実施する。 

② 検証運航の期間中は以下のデータを取得し、検証終了後に安全政 策課

長に報告する。 

・ 船内記録簿等による乗組員全員分の作業内容と作業時間の記録 

・ 定期的メンテナンスの実施状況 

・ 故障等への対応状況 

③ 検証運航に当たり、緊急対応計画及び非常配置表等の機関部の緊急時対

応体制を整備 

④ 検証運航期間中に機関故障等のトラブルが発生した場合、船舶所有者は

速やかに安全政策課長に報告し、検証運航継続の可否について確認を受け

る。 

２）乗船調査 

① 検証運航の期間中、海事局職員等による乗船調査（代替調査を含む。）

を行う。 

② 当該調査の期間・航路等の設定は、少なくとも一航海（荷物の積込みか

ら荷揚げまでの作業を含む）以上の航海を含むよう適切な期間を設定する。 

３）検証運航結果の確認 

安全政策課長は、１）の検証運航の結果について、安全航行に問題がな

いか確認を行う。 

 

以 上 
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高
度
船
舶
安
全
管
理
シ
ス
テ
ム
認
定
船
舶
一
覧

N
o
.

航
行
区
域

用
途

竣
工
年
月

認
定
年
月

2
0
条
特
例

取
得
年
月

①
限
定
近
海

油
槽
船

H
1
9
.9

H
2
2
.1

H
2
4
.7

②
沿
海

貨
物
兼
油
槽
船

H
2
0
.3

H
2
2
.4

対
象
外

③
限
定
近
海

油
槽
船
兼
ケ
ミ
カ
ル
船

H
2
0
.6

H
2
2
.4

④
限
定
近
海

ケ
ミ
カ
ル
船
兼
油
槽
船

H
2
0
.8

H
2
2
.1

H
2
4
.7

⑤
限
定
近
海

油
槽
船

H
2
1
.1
1

H
2
2
.8

⑥
限
定
近
海

貨
物
船

H
2
4
.1
0

H
2
5
.1
0

H
2
6
.2

⑦
沿
海

油
槽
船

H
2
4
.6

H
2
5
.6

対
象
外

⑧
限
定
近
海

貨
物
船

H
2
5
.7

H
2
9
.6

H
3
0
.4

⑨
限
定
近
海

コ
ン
テ
ナ
専
用
船

H
2
5
.1
1

H
2
6
.3

H
2
6
.1
0

⑩
限
定
近
海

セ
メ
ン
ト
運
搬
船

H
2
6
.1

H
2
6
.6

⑪
限
定
近
海

セ
メ
ン
ト
運
搬
船

H
2
6
.6

H
2
7
.3

⑫
限
定
近
海

コ
ン
テ
ナ
専
用
船

H
2
7
.1
2

H
3
0
.1
2

R
1
.6

⑬
限
定
近
海

セ
メ
ン
ト
運
搬
船

H
2
7
.1
2

R
2
.1
2

⑭
限
定
近
海

コ
ン
テ
ナ
専
用
船

H
2
8
.8

H
2
9
.1
0

H
3
0
.6

⑮
限
定
近
海

コ
ン
テ
ナ
専
用
船

H
2
9
.1
2

H
3
0
.1
1

⑯
限
定
近
海

コ
ン
テ
ナ
専
用
船

H
3
0
.1

R
2
.1

⑰
限
定
近
海

コ
ン
テ
ナ
専
用
船

H
3
0
.7

R
2
.4
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